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育てよう　差別を摘み取る　確かな目 　（標語入選作品）

 平成22年３月定例会は、施政方針等に対する代表質問や、
市長から提案された35議案（人事２件、条例７件、予算22件、
その他４件）と、請願書、意見書について審議しました。

平成２２年度　一般会計予算 271億8600万円
議　　案 2

各会派が施政方針等について問う
代表質問 6

聞きました　こんなこと　９人
個人質問 11

各常任委員会が議案を審査
委員会報告 4

上鈎のみなさんが子どもの成長を願って…（上鈎池）



歳　　出 （単位：千円）
議 会 費…� 175,424

総 務 費…� 7,322,860

民 生 費…� 7,064,745

衛 生 費…� 1,669,113

労 働 費…� 70,946

農林水産業費…� 354,913

商 工 費…� 259,224

土 木 費…� 2,657,785

消 防 費…� 625,837

教 育 費…� 2,828,773

公 債 費…� 3,913,380

諸 支 出 金…� 233,000

予 備 費…� 10,000

合　　　　計…�27,186,000

　

新
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
、前
年
度
当

初
予
算
に
比
較
し
て
、14
億
１
９
０
０
万
円

増
額（
５
・
５
％
）の
予
算
が
組
ま
れ
ま
し
た
。

�

可
決（
賛
成
多
数
）

平成22年度 一般会計予算のあらまし

平成22年度　特別会計当初予算 　　　　　　（単位：千円）
特　別　会　計　名 予　算　額 前年度当初予算 増　　減 採 決 結 果

土 地 取 得 213,970 250,700 －36,730 可決（全員一致）

国 民 健 康 保 険 4,873,580 4,700,766 172,814 可決（賛成多数）

老 人 医 療 保 健 2,025 32,113 －30,088 可決（全員一致）

後 期 高 齢 者 医 療 414,262 385,989 28,273 可決（賛成多数）

介 護 保 険 2,155,377 2,006,979 148,398 可決（賛成多数）

墓 地 公 園 5,016 5,165 －149 可決（全員一致）

大津湖南都市計画事業栗東駅前土地区画整理事業 92,779 98,679 －5,900 可決（全員一致）

大津湖南都市計画事業栗東新都心土地区画整理事業 143,421 126,501 16,920 可決（全員一致）

水 道 事 業 会 計 1,640,447 1,996,761 －356,314 可決（全員一致）

公 共 下 水 道 事 業 2,642,265 2,649,146 －6,881 可決（全員一致）

農 業 集 落 排 水 事 業 31,858 32,201 －343 可決（全員一致）

合　　　　計 12,215,000 12,285,000 －70,000

歳　　入 （単位：千円）
市　　　　税…�12,569,221�

譲与税・交付金など…� 1,013,065�

負担金・使用料など…� 1,300,959�

国・県支出金…� 4,065,960�

そ の 他…� 6,930,199�

市　　　　債…� 1,306,596�

合　　　　計…�27,186,000

譲与税・
交付金など
3.7％

負担金・
使用料など
4.8％

国・県支出金
15.0％

市　債
4.8％

市　税
46.2％

その他
25.5％

歳　入

民生費
26.0％

議会費
0.6％

総務費
26.9％

衛生費
6.1％

労働費
0.3％

農林水産業費
1.3％

商工費
1.0％

土木費
9.8％

消防費
2.3％

教育費
10.4％

公債費
14.4％

諸支出金
0.9％

予備費 0.0％

歳　出

271
億
8
6
0
0
万
円

271
億
8
6
0
0
万
円

271
億
8
6
0
0
万
円

平
成
22
年
度
一
般
会
計
予
算

平
成
22
年
度
一
般
会
計
予
算

平
成
22
年
度
一
般
会
計
予
算

りっとう議会だより
平成 22年５月 1日 2



平成22年度　補 正 予 算
会　　計　　名 補　　正　　額 予 算 総 額 お　も　な　内　容 結　果

一 般 会 計 31億5010万４千円
（増額） 303億3610万４千円 貸付金の償還による積立 可 決

（全員一致）

人
　
事

教
育
委
員
会
委
員
に

森
本　
　

明 

氏

固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
に

浅
井　
　

剛 

氏

　

任
期
満
了
に
伴
い
、
森
本

明
氏
（
安
養
寺
五
丁
目
４
番

56
号
＝
昭
和
24
年
8
月
23
日

生
）
を
任
命
す
る
こ
と
に
つ

い
て
議
会
の
同
意
を
求
め
ら

れ
ま
し
た
。

�

（
同
意
）

　

地
方
税
法
の
規
定
に
よ
り
、

浅
井　

剛
氏
（
小
柿
九
丁
目

７
番
５
号
＝
昭
和
28
年
8
月

13
日
生
）
を
選
任
す
る
こ
と

に
つ
い
て
、
同
意
を
求
め
ら

れ
ま
し
た
。

�

（
同
意
）

字
の
区
域
及
び
名
称
の
変
更

　

上
砥
山
川
南
土
地
区
画
整
理

事
業
の
施
行
に
伴
い
、
字
の
区

域
お
よ
び
名
称
の
変
更
を
す
る

こ
と
に
つ
い
て
、
議
会
の
議
決

そ
の
他

を
求
め
る
も
の
で
す
。

�

（
可
決
＝
全
員
一
致
）

市
道　

３
路
線
廃
止

　
　
　

10
路
線
認
定

　

道
路
法
の
規
定
に
基
づ
き
、

川
南
区
内
２
号
線
ほ
か
２
路
線

を
廃
止
し
、
土
地
区
画
整
理
事

業
に
伴
う
付
け
替
え
等
お
よ
び

開
発
に
よ
る
道
路
帰
属
等
の
た

め
、
川
南
区
内
２
号
線
ほ
か
９

路
線
を
認
定
す
る
も
の
で
す
。

�

（
可
決
＝
全
員
一
致
）

▼
改
正
貸
金
業
法
の
早
期
完

全
施
行
等
を
求
め
る
請
願
書

（
滋
賀
県
司
法
書
士
会　

会
長�

村
西
浩
氏
）

請
願
の
内
容

　

改
正
貸
金
業
法
の
早
期
完
全

施
行
、
自
治
体
で
の
相
談
窓
口

拡
充
の
支
援
、
ヤ
ミ
金
融
摘
発

の
徹
底
等
を
求
め
る
こ
と
に
つ

い
て
の
意
見
書
を
関
係
機
関
に

対
し
提
出
さ
れ
た
い
。�

�

（
採
択
＝
全
員
一
致
）

請
願
書

契
　
約

栗
東
西
中
学
校
増
築
・
耐
震

補
強
等
工
事
（
建
築
工
事
）

・�

工
期
＝
本
契
約
締
結
日

　

～
平
成
22
年
３
月
30
日

・�

金
額
＝
４
億
５
千
９
２
７
万

６
千
３
０
０
円

・�

契
約
相
手
＝
㈱
三
東
工
業
社

本
社

�

（
可
決
＝
全
員
一
致
）

平成21年度　補 正 予 算
会　　計　　名 補　　正　　額 予 算 総 額 お　も　な　内　容 結　果

一 般 会 計 713万２千円
（増額） 290億7846万６千円 子ども手当て支給実施による対応準備のためのシステ

ム導入費の増額
可 決
（全員一致）

一 般 会 計 25億3310万５千円
（増額） 316億1157万１千円

生活保護費、下水道費、公園費、教育総務費、公債費�等の増額
総務管理費、児童福祉費、都市計画費、中学校費、
幼稚園費�等の減額

可 決
（賛成多数）

一 般 会 計 31億6013万９千円
（増額） 347億7171万円 基金への積立および基金からの貸付 可 決

（賛成多数）

土 地 取 得 特 別 会 計 28億2502万８千円
（増額） 30億7572万８千円 償還金の増額 可 決

（全員一致）

国民健康保険特別会計 4593万５千円
（減額） 51億6876万６千円 保険給付費、共同事業拠出金　等の減額 可 決

（全員一致）

老人医療保健特別会計 1799万６千円
（減額） 1551万５千円 償還金の増額、医療諸費の減額 可 決

（全員一致）

介 護 保 険 特 別 会 計 2839万４千円
（増額） 20億4291万１千円 総務費、保険給付費、基金積立金　等の増額

地域支援事業費の減額
可 決
（全員一致）

大津湖南都市計画事
業栗東新都心土地区
画整理事業特別会計

110万７千円
（減額） 9760万４千円 土木費の減額 可 決

（全員一致）

公 共 下 水 道 事 業
特 別 会 計 － 26億7089万９千円 使用料の減額と負担金の増額による財源組替 可 決

（全員一致）

りっとう議会だより
平成 22年５月 1日3



条
　
例

特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の

も
の
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償

に
関
す
る
条
例

　

教
育
研
究
所
に
新
た
に
教
育

研
究
所
指
導
員
を
配
置
す
る
こ

と
に
伴
い
、
所
要
の
改
正
を
す

る
も
の
で
す
。

�

（
可
決
＝
賛
成
多
数
）

国
民
健
康
保
険
税
条
例

　

負
担
税
率
等
の
見
直
し
に
よ

り
、
国
保
会
計
の
健
全
化
を
図

る
た
め
、
保
険
税
率
の
改
定
に

伴
い
、
所
要
の
改
正
を
す
る
も

の
で
す
。

�

（
可
決
＝
賛
成
多
数
）

手
数
料
徴
収
条
例

　

砂
利
採
取
計
画
に
関
す
る
事

務
の
権
限
移
譲
に
よ
り
、
同
計

画
の
認
可
お
よ
び
変
更
認
可
に

係
る
審
査
手
数
料
を
定
め
る
こ

と
な
ど
に
伴
い
、
所
要
の
改
正

を
す
る
も
の
で
す
。

�

（
可
決
＝
賛
成
多
数
）

老
人
福
祉
医
療
費
助
成
条
例

　

滋
賀
県
基
準
に
基
づ
き
、
平

成
22
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
23

年
３
月
31
日
ま
で
の
住
民
税
非

課
税
世
帯
の
自
己
負
担
金
を
引

き
続
き
１
割
に
維
持
す
る
こ
と

に
伴
い
、
所
要
の
改
正
を
す
る

も
の
で
す
。

�
（
可
決
＝
全
員
一
致
）

工
場
等
誘
致
に
関
す
る
条
例

　

企
業
立
地
の
促
進
等
に
よ
る

地
域
に
お
け
る
産
業
集
積
の
形

成
及
び
活
性
化
に
関
す
る
法
律

の
規
定
に
よ
り
、
集
積
区
域
に

工
場
等
を
新
設
す
る
事
業
者
に
、

奨
励
金
を
交
付
す
る
な
ど
企
業

誘
致
を
促
進
す
る
た
め
、
所
要

の
改
正
を
す
る
も
の
で
す
。

�

（
可
決
＝
賛
成
多
数
）

公
共
下
水
道
条
例

　

水
質
汚
濁
防
止
法
施
行
令
、

下
水
道
法
施
行
令
お
よ
び
滋
賀

県
流
域
下
水
道
接
続
等
取
扱
要

綱
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
所
要

の
改
正
を
す
る
も
の
で
す
。

�

（
可
決
＝
全
員
一
致
）

小
柿
老
人
憩
の
家
設
置
条
例

　

財
政
再
構
築
プ
ロ
グ
ラ
ム
に

基
づ
き
、
地
元
の
自
治
ハ
ウ
ス

と
し
て
利
用
し
て
い
た
だ
く
た

め
、
小
柿
老
人
憩
の
家
設
置
条

例
を
廃
止
す
る
も
の
で
す
。

�

（
可
決
＝
全
員
一
致
）

一
部
改
正

廃
止
す
る
条
例

　

総
務
常
任
委
員
会
に
付
託
さ

れ
た
、
条
例
２
件
、
予
算
８
件
、

そ
の
他
１
件
の
主
な
審
査
結
果

は
次
の
と
お
り
。

栗
東
市
工
場
等
誘
致
に
関
す
る

条
例
の
一
部
改
正

　

賛
成
多
数
で
可
決

質
疑
・
答
弁
で
は
、

①
後
継
プ
ラ
ン
40�

ha
の
企
業
配

置
計
画
は
、
新
規
企
業
５
件
程

度
を
計
画
し
て
い
る
。
②
従
業

員
の
地
元
雇
用
の
実
態
調
査
と

報
告
は
、
新
規
雇
用
30
％
の
条

例
条
項
を
厳
守
し
、
資
料
を
求

め
確
認
す
る
。
③
化
学
工
場
の

安
全･

環
境
に
対
す
る
不
安
へ

の
対
応
は
、
生
活
環
境
保
全
に

関
す
る
条
例
や
大
気
汚
染
防
止

法
等
、
特
定
工
場
に
か
か
る
届

出
義
務
が
あ
る
。

Ｈ
22
年
度
一
般
会
計
予
算

　

賛
成
多
数
で
可
決

質
疑
・
答
弁
で
は
、

①
多
文
化
共
生
ま
ち
づ
く
り
の

詳
細
と
事
業
委
託
先
は
、
県
の

緊
急
雇
用
推
進
事
業
で
、
外
国

人
市
民
へ
の
支
援
。
国
際
交
流

協
会
へ
委
託
す
る
。
②
市
の
土

地
開
発
公
社
未
払
金
残
高
は
、

Ｈ
21
年
９
月
末
３
億
７
千
６
百

万
円
。
③
ひ
だ
ま
り
の
家
就
労

安
定
推
進
員
の
効
果
と
資
格
は
、

就
労
相
談
や
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
へ

の
取
次
ぎ
で
、
資
格
は
問
わ
な

い
。
④
新
幹
線
新
駅
等
基
金
及

び
財
政
調
整
基
金
残
額
は
、
新

駅
基
金
は
Ｈ
22
年
度
当
初
23
億

６
千
万
円
。
財
調
基
金
は
21
年

度
末
６
２
６
万
円
で
22
年
度
も

ほ
ぼ
同
額
の
見
込
み
。

Ｈ
21
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
８
号
）
に
つ
い
て

　

賛
成
多
数
で
可
決

土
地
開
発
公
社
へ
新
幹
線
新
駅

等
基
金
を
貸
付
け
る
の
に
一
時

借
入
金
増
額
の
理
由
と
、
貸
付

は
何
時
ま
で
続
く
の
か
と
の
質

疑
に
、
新
駅
基
金
の
繰
り
替
え

運
用
が
で
き
な
く
な
り
一
時
借

入
の
必
要
が
生
じ
る
た
め
で
あ

る
。
公
社
の
信
用
力
の
回
復
が

大
問
題
で
、
後
継
プ
ラ
ン
で
早

期
解
決
に
努
め
る
。
と
答
弁
。

委 員 会 報 告
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緊
縮
型
予
算
か
ら
地
域
創
生
を

国
民
健
康
保
険
税

 

４
年
連
続
の
値
上
げ

補
償
制
度
に
つ
い
て
③
企
業
貸

付
金
の
弁
済
に
つ
い
て
の
質
疑

に
対
し
、
当
局
よ
り
①
必
要
な

修
繕
、
業
務
委
託
内
容
を
精
査

し
、
業
者
の
受
注
実
績
等
を
調

査
。
競
争
原
理
が
働
く
入
札
方

法
等
総
合
的
な
検
討
、
改
善
に

よ
り
対
応
。
②
新
た
な
戸
別
所

得
補
償
制
度
の
内
容
を
農
業
組

合
長
へ
説
明
。
ま
た
国
か
ら
全

農
家
を
対
象
に
、
説
明
会
を
実

施
し
て
お
り
、
今
後
も
周
知
に

努
め
る
。
③
本
年
２
社
で
７
億

円
の
期
限
を
迎
え
る
。
今
日
ま

で
協
議
を
進
め
て
お
り
、
今
後

も
弁
済
履
行
が
さ
れ
る
よ
う
な

対
応
を
進
め
る
と
の
答
弁
が
あ

り
ま
し
た
。

　

付
託
さ
れ
た
議
案
13
件
、
全

て
慎
重
審
議
の
後
、
全
員
一
致

で
可
決
し
ま
し
た
。

　

請
願
書
１
件
も
全
員
一
致
で

採
択
し
ま
し
た
。

　

16
日
の
午
前
に
国
一
バ
イ
パ

ス
他
７
カ
所
の
現
場
視
察
を
し

ま
し
た
。

　

平
成
21
年
度
補
正
予
算
で
は
、

委
員
よ
り
①
木
造
住
宅
耐
震
診

断
派
遣
事
業
に
つ
い
て
、
②

東
部
開
発
事
業
に
つ
い
て
の
質

疑
に
対
し
、
当
局
よ
り
①
地
元

説
明
会
、
広
報
な
ど
あ
ら
ゆ
る

手
段
で
啓
発
し
、
改
修
を
目
的

と
し
た
受
診
啓
発
に
努
力
す
る
。

②
湖
南
市
と
道
路

整
備
の
協
議
を
踏

ま
え
、
民
間
開
発

も
視
野
に
、
予
備

設
計
等
年
次
的
に

事
業
を
進
め
る
と

の
答
弁
が
あ
り
ま

し
た
。

　

平
成
22
年
度
一

般
会
計
予
算
の
審

査
で
は
、
委
員
よ

り
①
環
境
セ
ン

タ
ー
の
管
理
運
営

に
つ
い
て
②
農
業

振
興
に
お
け
る
新

た
な
戸
別
所
得

　

国
保
税
の
改
正
に
つ
い
て
、

委
員
か
ら
、
①
保
険
税
が
毎
年

上
が
っ
て
、
安
心
し
て
医
療
が

受
け
ら
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
。

②
一
般
会
計
か
ら
の
５
千
万
円

繰
り
入
れ
と
税
の
収
納
率
へ
の

影
響
は
。
③
議
会
へ
の
事
前
説

明
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
理
由
と

今
後
の
運
営
は
。
と
の
質
問
に

対
し
、
当
局
か
ら
①
制
度
改
正

を
積
極
的
に
国
に
要
望
し
、
医

療
費
抑
制
の
啓

発
を
図
る
。
②

繰
り
入
れ
は
通

知
に
基
づ
く
も

の
で
あ
り
、
納

税
相
談
等
で
公

平
な
負
担
を
お

願
い
す
る
。
③

3
月
議
会
間
際

で
な
い
と
結
論

が
出
な
い
こ
と

を
理
解
し
て
ほ

し
い
。
法
令
等

に
基
づ
き
毎
年

見
直
し
を
し
て

い
く
。
と
の
答

弁
が
あ
り
ま
し
た
。
所
得
低
下

分
を
一
般
会
計
か
ら
繰
り
入
れ

る
と
し
て
も
、
4
年
連
続
の
値

上
げ
と
な
る
。
と
の
反
対
討
論

が
あ
り
ま
し
た
が
、
賛
成
多
数

で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

平
成
22
年
度
一
般
会
計
予
算

に
つ
い
て
、
①
発
達
支
援
室
の

進
捗
は
。
②
平
成
24
年
度
以
降

の
栗
東
西
中
学
校
生
徒
増
へ
の

対
応
は
。
③
保
育
園
待
機
児
は

解
消
で
き
る
の
か
。
と
の
質
問

に
対
し
、
①
発
達
支
援
室
の
総

合
窓
口
は
10
月
オ
ー
プ
ン
予
定
。

体
制
が
整
い
次
第
、
相
談
業
務

を
実
施
す
る
。
②
増
築
に
よ
り

平
成
26
年
度
位
ま
で
対
応
可
能

と
想
定
し
て
い
る
。
③
随
時
面

接
を
し
て
い
る
。
時
給
雇
用
も

含
め
臨
時
保
育
士
の
確
保
に
努

め
る
が
、
10
数
人
の
待
機
児
が

出
る
可
能
性
が
あ
る
。
と
の
答

弁
で
し
た
。
依
然
と
し
て
保
育

士
不
足
が
改
善
で
き
て
い
な
い

と
の
反
対
討
論
が
あ
り
ま
し
た

が
、
賛
成
多
数
で
可
決
さ
れ
ま

し
た
。

国1バイパス工事現場

りっとう議会だより
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新
年
度
予
算
編
成
方
針
は

　

市
長
か
ら
の
平
成
22
年
度
施
政
方
針
お

よ
び
教
育
長
の
教
育
方
針
に
対
す
る
代
表

質
問
を
会
派
と
し
て
７
項
目
行
い
ま
し
た
。

そ
の
う
ち
、
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
。

　

当
初
予
算
編
成

に
あ
た
っ
て
、
市

長
２
期
目
最
後
の
総
仕
上

げ
の
年
と
し
て
の
所
見
は
。

　

２
期
目
の
最
終

年
度
の
予
算
と
し

て
、
八
つ
の
政
策
目
標
や

第
５
次
総
合
計
画
に
基
づ

く
ま
ち
づ
く
り
の
基
本
目

標
を
念
頭
に
、
明
日
の
活

力
創
生
に
つ
な
が
る
「
新

幹
線
新
駅
中
止
の
後
継
プ

ラ
ン
」
の
実
施
や
「
安
全
・

安
心
」「
子
育
て
支
援
」「
市

民
と
の
協
働
」「
教
育
環
境

の
整
備
」
な
ど
、
市
民
の

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
保

持
へ
の
配
慮
と
市
民
生
活

に
直
結
す
る
分
野
を
重
点

化
し
た
予
算
と
し
た
。

安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み

 

育
て
ら
れ
る
環
境
づ
く
り
を

　

４
月
か
ら
開
設

予
定
の
発
達
支
援

室
に
つ
い
て
、
設
置
に
あ

た
り
ど
の
よ
う
な
体
制
で
、

ど
の
よ
う
な
支
援
を
さ
れ

る
の
か
。
ま
た
そ
の
時
期
は
。

問

答

生
活
環
境
を
保
全
し
、

防
犯
防
災
で
人
を
守
る
こ
と
に
つ
い
て

　

RD
産
業
廃

棄
物
問
題
に

つ
い
て
、
地
下
水
汚

染
、
周
辺
自
治
会
へ
の

迷
惑
等
被
害
を
被
っ
て

い
る
の
は
市
と
市
民
で

あ
る
。
市
は
、
早
期
解

決
の
た
め
周
辺
自
治
会

の
皆
さ
ん
と
県
の
両
者

が
か
み
合
う
よ
う
努
力

す
る
必
要
と
責
任
が
あ

る
と
考
え
る
が
、
ど
の

よ
う
な
努
力
を
さ
れ
る
の

か
。

　

県
で
は
、
21
年

度
当
初
予
算
計
上

が
見
送
ら
れ
た
が
、
周
辺

自
治
会
住
民
と
解
決
に
向

け
協
議
さ
れ
て
い
る
。
こ

う
し
た
中
で
環
境
副
大
臣

と
環
境
省
担
当
職
員
が
本

市
を
訪
問
さ
れ
、
示
さ
れ

た
「
環
境
省
か
ら
の
助
言

問答

等
を
踏
ま
え
た
RD
事
案
に

関
す
る
今
後
の
県
の
対
応

方
針
」
の
内
容
に
つ
い
て
、

現
在
協
議
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
県
の

一
層
の
努
力
と
周
辺
自
治

会
住
民
の
解
決
に
向
け
た

前
向
き
な
理
解
が
必
要
で

あ
り
、
市
と
し
て
も
、
さ

ら
な
る
協
議
の
進
展
の
た

め
、
調
整
を
行
い
、
解
決

に
向
け
努
力
し
て
い
く
。

問答

　

総
合
福
祉
保
健

セ
ン
タ
ー
（
な
ご

や
か
セ
ン
タ
ー
）
内
に
設

置
し
、
組
織
運
営
、
発
達

相
談
体
制
、
情
報
共
有
シ

ス
テ
ム
の
整
備
と
個
人
情

報
の
電
子
化
な
ど
を
進
め
、

10
月
か
ら
本
格
実
施
の
予

定
。

○は代表者

●は質問者

　○井之口秀行

　　北野　一郎

　　野村　昌弘

　　久徳　政和

　　太田　利貞

　　山本　　章

　●下田善一郎

　　吉仲　幸子

　　藤田　啓仁

新 政 会

焼却炉支障物撤去
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代
表
質
問
◆
各
会
派
が
、
市
長
の
施
政
方
針
等
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。



問

答

答 行
政
評
価
と
事
業
仕
分
け
に
つ
い
て

財
政
健
全
化
へ
の

 

目
標
設
定
を
明
確
に

　

財
政
健
全
化
目

標
値
を
ど
の
よ
う

に
設
定
し
て
い
く
の
か
。

　
「
更
な
る
財
政

再
構
築
プ
ロ
グ
ラ

ム
」
の
実
施
は
避
け
て
通

れ
な
い
状
況
に
あ
る
。

　

策
定
予
定
の
中
長
期
財
政

見
通
し
で
は
、
ど
の
程
度
の
財

源
不
足
が
生
じ
る
の
か
な
ど
を

推
計
し
、
既
成
の
概
念
に
と
ら

わ
れ
ず
斬
新
な
視
点
に
よ
る
改

革
を
進
め
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、

で
き
る
だ
け
市
民
の
皆
さ
ん
に

負
担
を
与
え
な
い
と
い
う
こ
と

を
十
分
に
斟
酌
し
、
改
革
目
標

の
構
築
を
行
っ
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
。

問答

　
「
逆
境
が
人
物

を
生
む
」
と
言
わ

れ
る
。
今
こ
そ
職
員
が
成

長
す
る
チ
ャ
ン
ス
で
あ
り
、

自
信
喪
失
や
意
識
の
低
下

な
ど
が
あ
っ
て
は
な
ら
な

い
。
人
材
育
成
お
よ
び
人

事
評
価
制
度
の
導
入
に
つ

い
て
問
う
。

問

今
こ
そ
人
材
育
成
の
チ
ャ
ン
ス

　

目
指
す
べ
き
職

員
像
は
「
広
い
視

野
と
情
熱
、
誇
り
を
持
っ

て
自
ら
行
動
で
き
る
職
員
」

で
あ
る
。
人
事
評
価
制
度

の
導
入
に
つ
い
て
は
、
人

材
育
成
を
主
眼
に
、
職
務

遂
行
能
力
を
図
り
、
市
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
ね
ら

い
と
し
て
実
績
評
価
と
能

力
評
価
の
二
本
立
て
で
実

施
す
る
。
こ
れ
ら
を
併
せ

て
総
合
評
価
と
し
て
、
本

人
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す

る
こ
と
に
よ
り
自
分
自
身

を
知
り
、
自
己
変
革
を
促

進
さ
せ
る
と
と
も
に
、
新

年
度
か
ら
年
次
的
に
管
理

職
を
対
象
に
勤
勉
手
当
等

に
反
映
し
て
い
く
。

　

行
政
評
価
の
検

証
と
新
た
な
事
業

仕
分
け
の
取
り
組
み
は
。

　

事
業
仕
分
け
を

す
る
前
提
と
し
て
、

市
の
職
員
が
担
当
事
業
の

目
的
や
成
果
、
課
題
と
解

決
の
方
法
を
明
確
に
分
り

や
す
く
説
明
で
き
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
そ
の
た
め

に
ま
ず
行
政
評
価
、
担
当

部
署
が
行
う
事
務
事
業
評

価
、
経
営
層
が
行
う
施
策

政
策
評
価
の
精
度
を
高
め

こ
と
が
ま
ず
必
要
と
考
え

る
。

　

さ
ら
に
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
負
担
と
受
益
の
関
係
に

つ
い
て
市
民
の
関
心
は
非

常
に
高
ま
っ
て
お
り
、
協

働
の
パ
ー
ト
ナ
ー
で
あ
る

市
民
が
、
自
分
の
ま
ち
の

こ
と
を
よ
く
知
り
、
と
も

に
評
価
し
、
問
題
を
共
有

し
、
改
革
や
政
策
形
成
、

地
域
改
革
に
参
画
し
て
い

け
る
よ
う
な
条
件
整
備
に

も
努
め
て
い
か
な
く
て
は

な
ら
な
い
。

　

そ
の
先
に
新
た
な
事
業

仕
分
け
が
あ
り
、
実
施
へ

と
結
び
付
け
た
い
と
考
え

て
い
る
。

○は代表者

●は質問者

○●髙野　正勝

　　池田　久代

新入職員の研修

公 明 栗 東

りっとう議会だより
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平
成
22
年
度
予
算
の
基
本
的
な
考
え
は

 
「
新
活
力
創
生
事
始
め
」
の
年
に

　

平
成
22
年
度
予

算
は
ど
の
よ
う
に

編
成
さ
れ
た
の
か
。

　

市
民
の
セ
ー
フ

テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
保

持
へ
の
配
慮
と
、
市
民
生

活
に
直
結
す
る
分
野
の
重

点
化
を
念
頭
に
お
い
た
予

算
編
成
と
し
た
。

問

答

児
童
虐
待
へ
の

 

対
応
は

　

子
ど
も
を
守
る

地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
（
要
保
護
児
童
対
策
地

域
協
議
会
）
の
機
能
強
化

は
必
要
不
可
欠
だ
。
そ
の

計
画
は
。　

平
成
22
年
度
に

対
策
協
議
会
へ
移

行
・
設
置
す
る
。
そ
れ
に

よ
り
責
任
体
制
が
明
確
に

な
り
、
協
議
会
の
構
成
員

す
べ
て
に
守
秘
義
務
が
課

せ
ら
れ
、
支
援
に
必
要
な

個
人
情
報
の
提
供
と
適
切

な
支
援
が
で
き
る
。
関
係

機
関
の
連
携
体
制
の
強
化

を
図
り
、
児
童
虐
待
防
止

を
推
進
す
る
。

問答

RD
問
題
を
栗
東
市
が
理
想
と
す
る

 

解
決
の
形
と
は

　

市
と
し
て
、
主

体
性
を
持
っ
て
、

市
民
の
た
め
早
期
解
決
に

覚
悟
を
持
っ
て
望
む
べ
き

だ
。

　

問
題
解
決
の
重

要
な
局
面
を
迎
え

る
に
あ
た
り
、
更
な
る
協

議
の
進
展
に
お
い
て
、
県

や
周
辺
自
治
会
と
の
協
議
、

調
整
を
行
い
、
解
決
に
向

け
て
努
力
し
て
い
く
。

問

答

競
争
よ
り
も

 「
お
互
い
に
教
え
あ
い
学
び
あ
う
」
に
力
を

　
「
く
り
ち
ゃ
ん

検
定
」
に
問
題

点
が
あ
る
。
合
格
者
を
多

く
出
し
た
ク
ラ
ス
は
す
ば

ら
し
い
、
と
い
う
考
え
方
。

全
員
合
格
さ
せ
る
た
め
に

休
み
時
間
も
削
っ
て
や
ら

せ
て
い
る
先
生
も
い
る
点

だ
。 問

答
　

全
員
合
格
を
め

ざ
し
、
休
み
時
間

に
練
習
す
る
こ
と
は
、「
合

格
し
た
い
」、「
認
め
ら
れ

た
い
」、
と
い
う
子
ど
も
た

ち
の
思
い
に
応
え
る
取
り

組
み
だ
。

　

こ
れ
は
「
競
争
」
で
は

な
く
「
自
分
と
の
た
た
か

い
」
で
あ
る
。

○は代表者

●は質問者

○●國松　　篤

　　田村　隆光

　　林　　好男

栗東市民ネットワーク

りっとう議会だより
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問



答

問 問答

答

「
住
民
自
治
」
を
保
障
し
た

市
政
運
営
に
改
善
す
べ
き

　

市
民
負
担
増
の

条
例
改
正
や
引
上

げ
が
説
明
責
任
を
果
た
さ

ず
押
し
付
け
、
市
民
の
「
請

願
権
」
を
踏
み
に
じ
っ
て

い
る
。
市
民
の
暮
ら
し
優

先
に
財
プ
ロ
再
見
直
し
を

す
べ
き
。　

各
種
審
議
会
や

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ

ン
ト
、
こ
ん
に
ち
は
ト
ー

ク
等
々
、
市
民
の
意
見
反

映
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

就
学
前
の
医
療

費
有
料
は
県
下
で

も
栗
東
市
だ
け
。
子
育
て

支
援
で
無
料
化
の
復
活
を
。

問問 答

答問 化
学
工
場
誘
致
に
よ
る
環
境
へ
の

不
安
解
消
と
奨
励
措
置
の
撤
回
を

　

昨
年
１
月
、
県

か
ら
の
同
意
要
請

で｢

原
位
置
浄
化
策｣

を

や
む
を
得
な
い
と
判
断
し

た
が
、
県
が
恒
久
対
策
関

連
予
算
を
盛
り
込
ま
な

か
っ
た
た
め
膠
着
状
態
が

続
い
て
い
る
。

　

政
権
交
代
で
農

業
政
策
が
変
わ
ろ

う
と
し
て
い
る
。
国
の
動

向
を
注
視
す
る
と
い
う
主

体
性
が
な
い
発
想
で
あ
る
。

栗
東
市
の
基
幹
産
業
と
位

置
づ
け
農
業
施
策
を
示
せ
。

　

戸
別
所
得
補
償

の
単
価
は
、
生
産

費
並
み
の
補
填
に
な
る
と

思
わ
れ
る
が
、
動
向
を
見

守
る
。

　

環
境
省
が
直
接

県
に
指
導
助
言
し

恒
久
対
策
が
話
し
合
わ
れ

て
い
る
。
し
か
し
、
周
辺

自
治
会
の
合
意
は
得
ら
れ

て
い
な
い
。
事
件
発
生
以

来
10
年
を
越
え
た
が
、
市

の
対
応
、
協
議
に
問
題
は

な
か
っ
た
か
。

希
望
の
も
て
る
農
業
へ

市
の
農
業
施
策
を
示
せ

RD
処
分
場
問
題
で
、

 

市
の
取
り
組
み
に
問
題
あ
り

　

化
学
工
場
誘
致

で
環
境
へ
の
不

安
が
解
消
さ
れ
な
い
ま
ま
、

大
企
業
に
は
大
判
振
る
舞

い
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
る
。

市
民
に
は
過
酷
な
負
担
増

を
押
し
つ
け
な
が
ら
、

市
民
の
理
解
は
得
ら
れ

な
い
。
優
遇
措
置
は
撤

回
を
。　

地
域
活
力
創

生
を
目
指
し
産

業
機
能
立
地
を
は
か
る

た
め
取
り
組
ん
で
い
る
。

市
は
５
億
円
の
用
地
取

得
補
助
金
と
減
額
補
助

　

支
援
策
に
は

様
々
あ
り
、
医
療

費
の
無
料
化
が
最
良
と
は

考
え
て
い
な
い
。

を
想
定
し
て
い
る
。
国
や

県
の
優
遇
措
置
も
あ
る
が

金
額
は
示
せ
な
い
。

　

公
害
防
止
に
つ
い
て
は
、

操
業
開
始
ま
で
に
必
要
な

手
続
き
を
進
め
る
。

○は代表者

●は質問者

○●馬場美代子

　　國松清太郎

　　太田　浩美

日本共産党議員団

進む文化財調査

りっとう議会だより
平成 22年５月 1日9
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市
や
文
化
庁
か

ら
の
補
助
金
を
受

け
た
事
業
で
あ
る
。
今
後

は
さ
き
ら
を
拠
点
と
し
た

自
主
的
な
活
動
を
期
待
し

支
援
す
る
。

　

指
定
管
理
者
が

地
域
創
造
事
業
団

か
ら
補
助
を
う
け
創
出
し

て
い
る
モ
デ
ル
事
業
や
自

主
事
業
は
廃
止
す
る
の
か
。

　

指
定
管
理
者
に

よ
る
積
極
的
な
取

組
み
で
あ
り
、
市
は
今
後

も
継
続
し
た
取
り
組
み
が

出
来
る
よ
う
働
き
か
け
る
。

市
民
が
は
ぐ
く
ん
だ
文
化
・

 

芸
術
の
殿
堂
「
さ
き
ら
」
の
運
営
は

　

財
政
再
構
築
プ

ロ
グ
ラ
ム
で
は
施

設
の
さ
ら
な
る
見
直
し
を

求
め
て
い
る
が
、
指
定
管

理
者
制
度
を
維
持
す
る
の

か
。

　

官
か
ら
民
へ
の

役
割
を
担
い
、
芸

術
・
文
化
を
深
化
し
利
用

者
の
利
便
性
を
高
め
る
取

組
み
等
成
果
が
あ
り
、
今

後
も
指
定
管
理
者
制
度
を

維
持
す
る
。

　

子
供
の
夢
を
は

ぐ
く
み
、
全
国
よ

り
先
進
事
例
と
し
て
注
目

さ
れ
る
ジ
ュ
ニ
ア
オ
ー
ケ

ス
ト
ラ
の
取
組
み
は
ど
う

す
る
の
か
。

問問

問

答

答 答

㈱
GS
ユ
ア
サ
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
の

�

工
場
立
地
に
つ
い
て

　

新
幹
線
跡
地
に

誘
致
し
た
企
業
立

地
は
10
月
１
日
に
引
き
渡

す
こ
と
が
条
件
で
あ
る
が
、

工
程
に
無
理
は
な
い
か
。

　

開
発
許
可
の
協

議
を
終
え
、
文
化

財
の
発
掘
調
査
も
進
み
工

事
へ
の
支
障
は
な
い
も
の

と
考
え
る
。

　

貸
館
専
用
ホ
ー

ル
と
し
て
見
直
し

を
考
え
て
い
る
の
か
。

　

平
成
23
年
以
降

の
指
定
管
理
料
の

見
直
し
、
縮
減
を
行
う
。

　

市
は
、
指
定
管
理
者
が

必
要
最
小
限
の
経
費
を
確

保
し
た
上
で
、
貸
館
以
外

の
事
業
を
実
施
す
る
事
は

可
能
で
あ
る
と
考
え
る
。

問

問
　

誘
致
企
業
は
、

化
学
物
質
を
多
量

に
使
用
す
る
こ
と
が
予
測

さ
れ
る
が
、
日
本
コ
ン
デ

ン
サ
ー
の
公
害
事
例
も
あ

り
、
工
場
立
地
法
に
基
づ

き
認
可
に
あ
た
り
公
害
問

題
を
ど
う
指
導
す
る
の
か
。

　

工
場
立
地
に
際

し
て
は
、
関
係
法

令
や
本
市
環
境
基
本
条
例

及
び
本
市
生
活
環
境
保
全

に
関
す
る
条
例
な
ど
に
基

づ
い
て
、
安
全
性
が
確
保

出
来
る
よ
う
操
業
開
始
ま

で
に
協
議
を
整
え
、
必
要

な
手
続
き
を
進
め
る
。

答

答

答 問

○は代表者

●は質問者

　○宇野　　哲

　●西村　政之

さきらミュージカル

りっとう議会だより
平成 22年５月 1日 10

代
表
質
問

栗 東 再 生個
人
質
問



　
栗
東
西
中
の
生

徒
数
増
加
へ
の
対

応
は
。　

１
０
０
０
人
規

模
へ
の
対
応
と
し

て
、
増
築･

備
品
整
備
を
進

め
る
。　

１
０
０
０
人
を

超
え
る
過
大
規
模

校
へ
の
対
応
や
、
教
師
の

資
質
向
上
と
校
内
の
チ
ー

ム
ワ
ー
ク
は
。

観
光
資
源
の
創
出
を
考
え

�
「
く
り
ち
ゃ
ん
」の
デ
ビ
ュ
ー
を

◆
積
極
的
な
活
用
に
努
め
る

公
有
資
産
の
有
効
活
用
促
進
を

◆
先
進
的
な
事
例
も
研
究
し
て
い
く

　

今
後
の
情
勢
・

人
口
動
態
な
ど
を

見
な
が
ら
支
障
の
な
い
よ

う
整
備
を
進
め
る
。
ま
た

学
校
運
営
の
強
化
に
努
め

る
。

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン

タ
ー
の
現
状
と
今
後

に
つ
い
て

　

コ
ミ
セ
ン
は
地

域
住
民
の
声
を
聞

く
最
先
端
の
場
所
で
あ
る

が
、
市
の
考
え
は
。

　

地
域
住
民
に
よ

る
ま
ち
づ
く
り
活

動
を
通
し
て
、
ふ
れ
あ
い

交
流
の
拠
点
と
す
る
。

　

有
料
化
以
後
の

貸
館
、
生
涯
学
習

事
業
へ
の
取
り
組
み
は
コ

ミ
セ
ン
活
力
を
低
下
さ
せ

た
の
で
は
。

　

住
民
の
意
見
と

学
習
機
会
の
提
供

を
重
視
す
る
。

ソ
フ
ト
面
か
ら
の
観

光
開
発
を

　

民
間
事
業
者

主
体
で
、
地
域

お
こ
し
が
観
光
に
結
び
つ

き
、
ソ
フ
ト
面
か
ら
の
ま

ち
お
こ
し
事
例
が
多
く
報

告
さ
れ
て
い
る
。
本
市
も

高
い
集
客
性
を
求
め
る
た

め
に
、
新
し
い
切
り
口
が

必
要
。
農
林
業
・
商
工
業

に
お
い
て
、
ア
イ
デ
ィ
ア

や
民
間
活
力
に
よ
る
観
光

資
源
・
特
産
物
開
発
が
重

要
で
あ
る
と
考
え
る
が
。

　

商
工
会
が
取

り
組
ん
で
い
る

「
栗
」
を
使
っ
た
金
勝
ブ
ラ

ン
ド
開
発
に
支
援
、
協
力

し
て
い
く
。
農
林
業
、
商

工
業
等
の
ジ
ャ
ン
ル
に
も

十
分
検
討
し
て
い
く
。

　

「
ひ
こ
に
ゃ

ん
」
は
全
国
的
に

知
名
度
が
高
く
、
彦
根
市

の
観
光
や
産
業
に
大
き
く

貢
献
し
て
い
る
。
試
算
で

は
、
グ
ッ
ズ
の
売
り
上
げ

08
年
10
億
円
と
、
想
像
を

越
え
る
成
果
を
創
出
し
て

い
る
。
ま
ち
の
特
性
は
本

市
と
全
く
異
な
る
が
、
イ

ベ
ン
ト
等
へ
の
「
く
り
ち

ゃ
ん
」
の
デ
ビ
ュ
ー
は
。

　

市
民
夏
ま
つ
り
、

農
業
・
林
業
ま
つ

り
等
の
イ
ベ
ン
ト
や
、
観

光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
へ
の
積

極
的
な
活
用
に
努
め
る
。

　

平
成
18
年
の
地

方
自
治
法
改
正
で

公
有
資
産
を
民
間
に
も
貸

与
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

全
国
で
も
公
共
施
設
に

設
置
し
て
あ
る
自
動
販
売

機
の
設
置
ス
ペ
ー
ス
に
賃

料
を
課
し
、
入
札
に
よ
り

大
き
な
財
源
を
確
保
し
て

い
る
自
治
体
が
増
え
て
き

た
。
市
内
に
お
け
る
現
状

と
今
後
の
考
え
方
は
。

　

　

公
有
施
設
の
自

動
販
売
機
の
台

数
は
、
24
施
設
55
台
（
う

ち
た
ば
こ
２
台
）
で
あ
る
。

設
置
に
係
る
許
可
条
件
に

つ
い
て
は
、
使
用
料
の
納

付
方
法
、
使
用
財
産
の
現

状
維
持
な
ど
12
項
目
の
条

件
を
付
し
て
い
る
。
設
置

を
許
可
し
て
い
る
数
は
、

団
体
９
、
企
業
16
、
個
人

過大規模校への対応は
◆教育環境や学校運営に　

支障のないよう進める

問

問

答

答

問問

問問

問

答

答答答

答

２
と
な
っ
て
お
り
、
設
置

者
か
ら
は
、
基
本
的
に
電

気
代
だ
け
を
徴
収
し
て
い

る
状
況
に
あ
る
。

　

今
後
に
つ
い
て
は
、
研

究
を
進
め
る
と
と
も
に
、

既
存
の
設
置
と
新
規
の
設

置
と
の
整
合
を
は
か
り
、

一
定
の
基
準
を
定
め
、
庁

舎
な
り
公
共
施
設
を
有
効

活
用
し
て
、
少
し
で
も
収

入
確
保
に
つ
な
が
る
よ
う

検
討
す
る
。

吉仲　幸子 議員

田
村　

隆
光 

議
員

藤
田　

啓
仁 

議
員

手原駅設置の自動販売機

くりちゃん

りっとう議会だより
平成 22年５月 1日11

個
人
質
問
■
３
月
11
・
12
日
の
２
日
間
、
９
人
が
質
問
し
ま
し
た
。

　

質
問
と
答
弁
の
要
旨
を
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。　
　

  



個
人
質
問

　

充
分
で
な
い
が
、

保
護
者
で
な
く
小
学

校
校
長
の
意
見
も
聞
い
て
い
る
。

　

住
み
続
け
た
い

ま
ち
づ
く
り
に
青

年
の
定
着
率
は
重
要
。

　

調
査
は
な
い
が
、

そ
う
あ
っ
て
ほ
し

い
と
願
っ
て
い
る

住
民
自
治
の
基
本
を
守
れ

　

住
民
負
担
増
の

条
例
改
正
は
、
議

案
上
程
前
に
情
報
公
開
す

べ
き
。
住
民
参
画
と
住
民

自
治
の
保
障
が
基
本
。
議

会
議
決
後
の
説
明
は
報
告

で
あ
り
、
改
め
る
べ
き
。

　

審
議
会
、パ
ブ
リ
ッ

ク
コ
メ
ン
ト
、
出
前

ト
ー
ク
等
で
果
た
せ
て
い
る
。

　

子
宮
頸
が
ん
は
、

予
防
で
き
る
唯
一

の
が
ん
で
あ
る
。
ワ
ク
チ

ン
接
種
の
公
費
助
成
を
。

　

新
規
施
策
に
よ

る
財
政
負
担
は
極

め
て
困
難
で
す
が
、
国
の
動

向
を
注
視
し
て
い
く
。

　

子
ど
も
の
命
と

健
康
を
守
る
た
め

の
細
菌
性
髄
膜
炎
予
防
ワ

ク
チ
ン
は
、
子
育
て
中
の

若
年
家
庭
に
は
大
変
な
負

担
と
な
り
、
高
額
な
負
担

を
軽
減
す
る
た
め
の
公
費

の
助
成
を
。

　

任
意
接
種
の
公

費
負
担
は
し
て
い

な
い
。 子

ど
も
と
女
性
の
命
を
守
る

�

ワ
ク
チ
ン
に
公
費
助
成
を

◆
財
政
負
担
は
極
め
て
困
難

池
田　

久
代 

議
員

不
用
品
回
収
に
つ
い
て

　

回
収
業
者
の
悪

質
な
手
口
を
広
く

住
民
に
知
ら
せ
、
住
民
を

守
る
必
要
が
あ
る
。
市
の

見
解
を
伺
う
。

　

廃
品
回
収
業
者

と
の
ト
ラ
ブ
ル
は
、

今
後
発
生
す
る
可
能
性
も
あ

り
、
未
然
に
防
止
す
る
た
め

に
も
、
広
報
や
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
の
啓
発
を
行
う
な
ど
周

知
を
し
て
い
く
。

　

21
年
度
に
「
栗

東
市
有
害
鳥
獣
被
害

対
策
協
議
会
」
を
設
立
。
集

落
環
境
づ
く
り
や
追
払
、
防

護
柵
の
設
置
と
費
用
の
補
助
。

猟
友
会
へ
の
さ
ら
な
る
個
体

数
調
整
委
託
。
集
落
住
民
が

駆
除
で
出
来
る
「
わ
な
猟

資
格
取
得
者
の
育
成
」
等
を

行
っ
た
。
県
に
広
域
的
な
取

り
組
み
要
望
な
ど
に
努
め
る
。

民
間
空
地
の
環
境
保

全
対
策
は
。

　

所
有
者
が
確
認

で
き
な
い
民
有
地
の

管
理
に
自
治
会
が
汗
を
流
し

て
い
る
。
市
の
管
理
対
応
は
。

　

市
か
ら
も
文
書

通
知
を
す
る
な
ど

清
掃
活
動
へ
の
参
加
呼
び

か
け
を
続
け
る
。

　

当
該
地
の
宅
地

化
お
よ
び
土
地
活

用
計
画
は
い
か
が
か
。

　

新
た
な
開
発
を

行
う
に
は
、
都
市

計
画
法
に
照
ら
し
、
道
路
や

上
下
水
道
な
ど
公
共
施
設
の

整
備
が
必
要
と
考
え
る
。

　

県
へ
の
不
明
水

の
年
間
費
用
は
い

く
ら
か
。　

5
千
９
３
０
万

円
支
払
っ
た
。

　

管
路
調
査
費
予

算
は
い
く
ら
か
。

　

21
年
度
予
算
は

１
５
２
万
4
千
６

０
０
円
。

獣
害
対
策
に
つ
い
て

　

取
り
組
み
状
況

と
今
後
の
対
策
は
。

　

Ｈ
33
年
に
は
１

４
７
６
人
と
な
る

が
、
西
中
で
の
更
な
る
増

築
は
困
難
。
第
四
中
学
校

建
設
の
決
断
が
重
要
で
あ

る
。

　

Ｈ
26
年
ま
で

対
応
可
能
と
考
え
、

そ
の
時
期
に
は
財
政
に
灯
が

見
え
見
通
し
が
持
て
る
。

　

Ｈ
26
年
以
後
対

象
と
な
る
小
学
生

の
保
護
者
の
意
見
も
聞
き

不
安
解
消
が
必
要
で
あ
る
。

汚水処理負担金の内、
� 不明水の多額支払いはなぜ

◆不明水量が根拠

西中学校の生徒増を見通し
� 不安解消を
◆増築でＨ24年度まで対応し、その後検討

問問

問問

問

答答答

答答

問問

問

問問

問問

答

答

答答答

答

答

山本　章 議員

馬場　美代子 議員

中学校生徒数推移
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個
人
質
問

　

今
後
、
さ
ら
な

る
見
直
し
に
つ
い

て
の
説
明
責
任
を
果
た
し
、

目
標
通
り
財
政
健
全
化
に

向
け
取
り
組
ん
で
い
く
。

　

財
政
再
構
築
プ
ロ
グ
ラ

ム
後
の
見
通
し
に
つ
い
て

は
、
６
月
議
会
に
「
中
長

期
財
政
見
通
し
」
を
示
し

な
が
ら
、
財
政
健
全
化
に

向
け
て
よ
り
一
層
努
力
し

て
い
く
。

 

埋
め
立
て
の
全

容
を
解
明
し
、
除

去
す
べ
き
有
害
物
の
特
定

と
対
策
工
法
の
策
定
は
、

住
民
の
合
意
と
納
得
に
よ

り
決
め
る
こ
と
。

　

県
の
ボ
ー
リ
ン

グ
調
査
等
の
結
果

が
提
示
さ
れ
、
協
議
が
進

め
ら
れ
て
い
く
。

　

市
民
の
飲
み
水

に
関
わ
る
問
題
で

あ
り
、
全
市
民
対
象
と
し

た
説
明
会
を
市
と
し
て
す

べ
き
で
あ
る
。

國
松　

清
太
郎 

議
員

野
村　

昌
弘 

議
員

戸
別
所
得
補
償
制
度
は

�

自
給
率
向
上
に
役
立
つ
か

◆
麦
や
米
の
価
格
保
障
で
給
率
向
上
を
図
る

安
心
を
提
供
出
来
る
財
政
を

　

市
は
内
容
を

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等

で
広
報
し
、
県
は
周
辺
７

自
治
会
に
合
意
要
請
し
て

い
る
。

子
育
て
支
援
の
充
実
を

　

命
は
平
等
の
立

場
か
ら
、
県
内
の

他
市
町
と
同
様
に
①
就
学

前
の
子
ど
も
の
医
療
費
を

無
料
に
さ
れ
た
い
。
②
国

の
方
針
に
基
づ
き
、
高
校

生
以
下
に
国
民
健
康
保
険

証
を
、
郵
送
や
訪
宅
で
速

や
か
に
交
付
さ
れ
た
い
。

　

①
財
政
事
情
に

よ
り
見
直
し
た
。

決
し
て
重
た
い
負
担
で
は

な
い
。
②
市
役
所
窓
口
で

納
税
相
談
の
後
、
交
付
す

る
。

林
業
へ
の
支
援
強
化
を

作
業
路
整
備
も
進
め
る

　

緊
急
雇
用
対
策

を
活
用
し
、
間
伐

作
業
等
を
継
続
的
に
取
組

む
べ
き
だ
。
市
の
方
策
は
。

　

H
20
年
に
「
特

定
間
伐
等
促
進
計

画
」
を
策
定
し
、
年
平
均

31�

ha
の
間
伐
を
今
後
も
継

続
す
る
。

 

民
主
党
政
権
は

減
反
を
し
た
販
売

農
家
に
10
ａ
あ
た
り
１
万

５
千
円
を
交
付
す
る
と
し

て
い
る
。
60
㎏
あ
た
り
２

千
円
程
度
で
、
こ
れ
で
は

自
給
率
向
上
に
な
ら
な
い
。

　

ほ
ぼ
生
産
費
並

の
補
償
に
な
る
と

思
う
。
麦
・
大
豆
・
米
粉

用
米
等
の
支
援
で
自
給
率

向
上
に
つ
な
が
る
と
思
う
。

　

生
産
費
を
ま
か

な
う
標
準
的
販
売

価
格
が
低
す
ぎ
る
。
後
継

者
が
生
ま
れ
る
価
格
保
障

が
必
要
だ
。
市
長
の
見
解

は
。

　

来
年
の
本
格
実

施
に
向
け
モ
デ
ル

事
業
を
検
証
し
、
そ
の
動

向
を
注
視
す
る
。

 

財
政
再
構
築
プ

ロ
グ
ラ
ム
の
成
果

と
課
題
は
ど
う
か
。

　

歳
入
増
加
と
歳

出
削
減
で
、
平
成

22
年
度
新
規
分
が
約
６
億

２
千
万
円
。
平
成
19
年
度

と
比
較
し
た
3
年
間
の
累

計
で
、
約
14
億
８
千
４
０

０
万
円
へ
の
収
支
均
衡
へ

の
効
果
が
あ
っ
た
。

　

そ
の
後
の
不
況
に

よ
る
財
源
不
足
や
市

町
村
た
ば
こ
税
制
の

改
正
等
に
よ
り　

財

政
健
全
化
へ
の
ハ
ー

ド
ル
は
10
億
円
以
上

高
く
な
っ
て
い
る
。

　

今
後
の
財

政
見
通
し
、

明
る
い
兆
し
が
見
え

る
の
は
。

RD産廃問題の解決向け
� 県に積極的働きかけを

◆協議・調整を行う

問

問問

答

答答

問

問

問

問問

答

答

答

答 答

太田　浩美 議員

手入れされた森
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５
月
初
旬
は
、
市
内
の

各
地
域
で
春
祭
り
が
行
わ

れ
ま
す
。

　

伝
統
行
事
を
通
じ
、
地

域
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
醸

成
を
図
る
こ
と
が
大
切
で

な
い
か
と
思
い
ま
す
。

　

３
月
定
例
会
で
は
新
年

度
予
算
が
議
決
さ
れ
ま
し

た
。

　

市
で
は
、
財
政
の
危
機

的
な
状
況
を
打
開
す
る
た

め
、
平
成
22
年
度
か
ら

３
ヶ
年
計
画
に
よ
る
「
更

な
る
財
政
再
構
築
プ
ロ
グ

ラ
ム
」
に
取
り
組
む
と
し

て
い
ま
す
。

　

50
項
目
に
亘
る
内
容
で

実
施
さ
れ
ま
す
が
、
市
民

の
皆
様
に
は
サ
ー
ビ
ス
を

出
来
る
限
り
堅
持
し
、
同

時
に
地
域
活
力
の
創
生
を

図
る
た
め
、
必
要
な
施
策

と
し
て
、
市
議
会
と
し
て

も
議
論
を
尽
く
し
た
い
と

思
い
ま
す
。

お
わ
び
と
訂
正

　

議
会
だ
よ
り
前
号
（
１
５
３

号
）
に
誤
り
が
あ
り
ま
し
た
。

　

訂
正
い
た
し
ま
す
と
と
も
に
、

お
わ
び
申
し
上
げ
ま
す
。

P3
　
議
案
の
審
議
結
果

　
　
そ
の
他

誤　

市
道　

５
路
線
廃
止

　
　
　
　
　

20
路
線
認
定

正　

市
道　

１
路
線
廃
止

　
　
　
　
　

３
路
線
認
定

議
会
広
報

　
　
編
集
委
員
一
同

ご質問・ご感想は　gikai@city.ritto.lg.jp「りっとう議会だより」は、古紙配合の
再生紙を使用しています。

意
見
書

　

今
定
例
会
で
は
、
意
見
書
２
件
を
可
決
し
、

政
府
関
係
機
関
に
提
出
し
ま
し
た
。

「ヒロシマ・ナガサキ議定書」のNPT再検討会
議での採択に向けた取り組みを求める意見書

　人類史上最初の原子爆弾による惨禍を経験
した我が国は、この悲劇が再び起きることの
ないよう、全世界に対し、一貫して核兵器廃
絶と世界恒久平和の実現を訴え続けてきまし
た。
　昨年４月、オバマ米国大統領の「核兵器の
ない世界」に向けた演説以降、米国とロシア
との第一次戦略兵器削減条約（STARTⅠ）
の後継条約の交渉開始、核不拡散・核軍縮に
関する国連安全保障理事会首脳級会合におけ
る全会一致での決議の採択、同会合での鳩山
総理の核兵器廃絶の先頭に立つとの決意表明、
わが国が米国などと共同提案した核軍縮決議
案の国連総会での圧倒的多数の賛成を得ての
採択など、核兵器廃絶に向けた世界の流れは
加速しています。
　こうした世界の流れをさらに確実なものと
し、核兵器廃絶を早期に実現させるためには、
明確に期限を定めて、核保有国をはじめ各国
政府が核兵器廃絶に取り組む必要があります。
　このために、ヒロシマ、ナガサキ両市と世
界の3,600を超える都市が加盟する平和市長
会議では、2020年までに核兵器を廃絶するた
めの具体的道筋を示した「ヒロシマ・ナガサ
キ議定書」が、2010年５月に開かれるNPT
（核不拡散条約）再検討会議で採択されるこ
とを目指しています。
　よって、国会及び政府におかれては、「ヒ
ロシマ・ナガサキ議定書」の趣旨に賛同し、
2010年NPT再検討会議において同議定書を
議題として提案していただくとともに、その
採択に向け、核保有国をはじめとする各国政
府に働きかけていただくよう強く要請します。
� （可決＝全員一致）

改正貸金業法の早期完全施行等を求める意見書

　経済・生活苦での自殺者が年間7,000人に達し、自己破産者も18万
人を超え、多重債務者が200万人を超えるなどの深刻な多重債務問
題を解決するため、2006年12月に改正貸金業法が成立し、出資法の
上限金利の引き下げ、収入の３分の１を超える過剰貸付契約の禁止
（総量規制）などを含む同法が完全施行される予定であります。
　改正貸金業法成立後、政府は多重債務者対策本部を設置し、同本部
は①多重債務相談窓口の拡充、②セーフティネット貸付の充実、③ヤ
ミ金融の撲滅、④金融経済教育を柱とする多重債務問題改善プログラ
ムを策定しました。そして、官民が連携して多重債務対策に取り組ん
できた結果、多重債務者が大幅に減少し、2008年の自己破産者数も13
万人を切るなど多重債務対策は確実に成果をあげつつあります。
　他方、一部には、消費者金融の成約率が低下しており、借りたい人
が借りられなくなっています。特に昨今の経済危機や一部商工ローン
業者の倒産などにより、資金調達が制限された中小企業者の倒産が増
加していることなどをことさら強調して、改正貸金業法の完全施行の
延期や貸金業者に対する規制の緩和を求める論調があります。
　しかしながら、1990年代における山一証券、北海道拓殖銀行の破
綻などに象徴されるいわゆるバブル崩壊後の経済危機の際は、貸金
業者に対する不十分な規制の下に商工ローンや消費者金融が大幅に
貸付を伸ばし、その結果、1998年には自殺者が３万人を超え、自己
破産者も10万人を突破するなど多重債務問題が深刻化しました。
　改正貸金業法の完全施行の先延ばし、金利規制の貸金業者に対
する規制の緩和は、再び自殺者や自己破産者、多重債務者の急増
を招きかねず、許されるべきではありません。今、多重債務者の
ために必要とされる施策は、相談体制の拡充、セーフティネット
貸付の充実及びヤミ金融の撲滅などであります。
　そこで、今般設置される消費者庁の所管ないし共管となる地方
消費者行政の充実及び多重債務問題が喫緊の課題であることも踏
まえ、国に対し、以下の施策を求めます。
１　改正貸金業法を早期に完全施行すること。
２　�自治体での多重債務相談体制の整備のため相談員の人件費を
含む予算を十分確保するなど相談窓口の拡充を支援すること。

３　�個人及び中小事業者向けのセーフティネット貸付をさらに充実させること。
４　ヤミ金融を徹底的に摘発すること。
� （可決＝全員一致）

傍聴
　本会議・委員会審査は、どな
たでも自由に傍聴できます。
　開会時間は、９時30分から
です。事情により日程が変わる
ことがありますので、事前にお
確かめのうえ、お越しください。

6月10日    　　   本会議（議案上程等）
11日〜16日 休会
17日〜18日 本会議（個人質問）
19日〜20日 休会
21日　　 　 本会議（個人質問）
22日〜27日 休会（各常任委員会）
28日　　 　 本会議（委員長報告・採決）

〈お問い合わせ先〉議会事務局　TEL. ５５１−０１３７

にお越しください
６
月
定
例
会
の
予
定
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